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平成２０年度 国立大学法人九州大学の年度計画

大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置Ⅰ

１ 教育に関する目標を達成するための措置

（１）教育の成果に関する目標を達成するための措置

１）学士課程

① 全学教育

平成１９年度入学生の単位修得状況を調査・分析し，全学教育カリキュラムにおいてバ○

ランスのとれた教育が実施されているか検証する。

平成１９年度入学生の単位修得状況を調査・分析し，全学教育カリキュラムにおいて豊○

かな教養の基盤を形成する教育を実施する。

平成１９年度入学生の単位修得状況を調査・分析し，全学教育カリキュラムにおいて外○

国語運用能力の基盤を形成する教育を実施する。

平成１９年度入学生の単位修得状況を調査・分析するとともに，全学教育カリキュラム○

において情報リテラシー教育及び情報倫理等に関する教育により情報化社会の様々な分

野で活躍できる基盤を形成する教育を実施する。

平成１９年度入学生の単位修得状況を調査・分析し，全学教育カリキュラムにおいて専○

門分野の基礎的な能力を育成する教育を実施する。

学生の主体的な進路選択能力の向上を図るために，キャリア教育授業，キャリアガイダ○

ンス，自己啓発セミナー，インターンシップ等を引き続き実施する。

② 学部専攻教育

幅広い専門的能力の修得を図り，主体的に自らの進路を定めていく教育システム確立の○

， 「 」 。一環として 他学部の系統的カリキュラムを履修させる チャレンジ２１ を実施する

各種国家試験等の合格率の向上を図るために 「公務員試験対策講座 ，各種国家試験，○ ， 」

公的資格に係るガイダンス等を引き続き実施する。

２）大学院課程

各学府(専攻)の明確な教育目標に沿った教育を実施する。○

各専門職大学院において，高度な専門的知識・能力を持ち指導的立場で社会に貢献する○

人材を育成する。

関係学府において，社会人の多様な期待に対応する教育を実施する。○

３）教育の成果・効果の検証に関する具体的方策

全学教育，学部専攻教育，大学院教育のそれぞれの教育成果について，中期目標の達成○

状況に基づき検証を行う。

各学部，学府の教育について，学生による授業評価を行うとともに，実施した授業評価○

を分析する。

（２）教育内容等に関する目標を達成するための措置

１）学士課程

① 学部入学者選抜に関する具体的方策

アドミッションポリシーの周知を図るため，効果的な広報活動を継続する。○
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各種入学者選抜方式の追跡調査を実施するとともに，これまでの追跡調査の結果を踏ま○

えて，ＡＯ選抜を含め入学者選抜方法の改善策を継続的に検討する。

高校との連携協力を推進するため，高校からの希望に対し個別説明会や高校生を対象と○

した出前授業等を実施するとともに高校教員との意見交換を行う。

自らの進路を定めていく教育システムの一環として，他学部の系統的カリキュラムを履○

修させる「チャレンジ２１」を実施するとともに入学者選抜の枠組みとその方法につい

て開発に向けた検討を行う。

資質の高い外国人留学生を積極的に受け入れる方策として，留学情報提供の充実，本学○

独自の奨学金制度を充実・活用し，海外オフィス等を通じての推薦及び海外プロモーシ

ョン活動の充実・拡大を図る。

② 教育課程に関する具体的方策

（教養と専門性の基盤形成）

平成１８年度に改正した全学教育カリキュラムに基づき，高年次教養科目を開設する。○

（国際性の基盤形成）

外国語教育を重視した新たな教育組織の検討を行う。○

学部・学科の専門分野の特性に応じた英語能力の到達目標を設定する。○

英語による授業科目の充実を図る。○

アジア言語の履修を促進するため授業科目の充実を図る。○

（社会性の育成）

学生の主体的な進路選択能力の充実を図るために，キャリア教育授業，キャリアガイダ○

ンス，自己啓発セミナー，インターンシップ等を引き続き実施する。

社会連携活動科目を開設する。○

（カリキュラムの広がりと体系性の確保）

体系的に他学部の授業科目を履修できる制度（チャレンジ２１）を実施する。○

２１世紀プログラム課程の教育経験を活用し，国際性を兼ね備えたゼネラリストの育成○

を目指す新たな学部設置を検討する。

（大学院教育への接続）

大学院開放科目の単位認定を適切に運用する取扱いを策定する。○

③ 教育方法に関する具体的方策

（ＴＡの活用）

教育効果を高めるため，雇用に関する指針に沿ってＴＡを雇用する。○

④ 成績評価に関する具体的方策

全学教育において複数の教員が担当する同一科目群，同一科目の成績評価について，適○

切な評価指標を設定する。

２）大学院課程

① 大学院入学者選抜に関する具体的方策

学府ごとに，奨学制度の実施等の総合的な施策を実施することにより博士後期課程の収○

容定員の充足を図る。

資質の高い外国人留学生を積極的に受け入れる方策として，留学情報提供の充実，本学○

独自の奨学金制度を充実・活用し，海外オフィス等を通じての推薦及び海外プロモーシ
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ョン活動の充実・拡大を図る。また，中国政府が実施する国家建設高水平大学公派研究

生を積極的に受け入れる。さらに，教員向けの国費留学生（大使館推薦）制度説明会の

実施や，受入れ，派遣の概要冊子の内容の充実を図り，教員に国費留学生を積極的に受

け入れるよう促す。

各学府において，選抜方法の改善を図るため，大学院の入学者選抜方法を検討する体制○

を整備する。

② 教育課程に関する具体的方策

大学院共通教育プログラムにおいて体系的な科目群を構築し，開講科目を拡充する。○

各学府において，博士の学位授与プロセスの適正化を図る。○

③ 教育方法に関する具体的方策

各学府において指導体制の再検討を行うことにより学位の実質化を図る。○

留学説明会及び海外短期語学研修制度（韓国語・中国語）を実施し，アジア留学を促進○

。 ， ， 。する さらに 教員向けの留学制度説明会により教員の理解を得て 学生に留学を促す

教育能力向上を図るために，大学院生を雇用の指針に沿ってＴＡとして雇用する。○

④ 成績評価に関する具体的方策

各学府において，博士の学位授与プロセスの適正化について検討する。○

（３）教育の実施体制等に関する目標を達成するための措置

１）教員組織編成に関する具体的方策

（教員組織の整備）

大学院・学部教育に学府・研究院制度を活用し，柔軟な組織編成を行う。○

複数の研究院が参画する学府，学部教育等の責任ある実施体制の維持の観点から，協議○

会等を活用する。

（教育実施体制の整備）

全学教育への全学教員出動体制を実施する。○

「２１世紀プログラム」課程において，チュートリアルの指導体制を整備する。○

２）教育環境の整備に関する具体的方策

（教育施設の活用）

遠隔講義システムの導入に向けて運用体制を策定する。○

（情報技術の活用）

教育の情報化を推進するためにコース管理システムの活用やオープンコースウエア活動○

を推進する。

教育用に必要なパソコンの整備・拡充を重点的に推進する。○

３）教育の質の向上及び改善に関する具体的方策

（自己点検・評価の継続的実施）

各部局において，教員教育の内容・方法等について改善を図るとともに，自己評価を実○

施する。

教員業績評価の平成１９年度試行評価を実施，検証し，評価の本実施を開始する。○

全学教育活動表彰を実施するとともに，授業評価結果の部局へのフィードバックを組織○

的に行う。
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（ＦＤの充実）

全教員に係るテーマを全学ＦＤ委員会において検討し，ＦＤを実施する。○

全学ＦＤ委員会において定めた方針により，各部局におけるＦＤの実施状況を報告させ○

る。

（教育改善のための研究開発支援）

教育研究プログラム・研究拠点形成プロジェクト（Ｐ＆Ｐ）のＣタイプにおいて，教育○

内容改善等のための支援を継続的に実施する。また，Ｃタイプへの助教の申請を可能と

するなどの制度の見直しを実施するとともに，成果の有効利用を図るため，継続課題に

， ， 。ついてはヒアリングを 終了課題については成果報告会を行い 点検・評価を実施する

４）附属図書館の整備と活用に関する具体的方策

「九州大学附属図書館蔵書構築基本要綱」に基づく蔵書構築を継続し，さらに利用者の○

ニーズを反映した選書を行う。

利用者のニーズに応じた図書館の学習スペース改善，利用者サポートを進める。○

授業と連携した学習教育支援を進める。○

電子リソースの有効活用を図るため，利用環境を整備するとともに広報活動を進める。○

また，サービス向上と利用促進のため，組織体制を強化する。

個人認証システム，自動書庫等の新技術の図書館への活用を進める。○

六本松地区の伊都地区移転に対応し，理系図書館増築に伴う利用スペースの整備及び六○

本松分館等の資料移転を行う。

利用者サービスの高度化を進めるため 「ステップアップ研修」を継続的に実施し，図○ ，

書館員のスキル向上を図る。

高度な図書館機能を実現するためのライブラリアン育成を目指し，ライブラリーサイエ○

ンス専攻（仮称）構想を推進する。

医学・生物学系外国雑誌センター館として，関係大学との調整を図りつつ，恒常的な値○

上がり等の厳しい状況の中で，より効率的・効果的な収集を行うべく購読雑誌の見直し

を行う。

中央図書館における早朝開館の定着を図る。また，六本松地区移転に伴い，理系図書館○

の開館時間拡大を計画する。

海外（特にアジア・カナダ等）の大学図書館との交流と相互利用を継続して進める。○

５）学内共同教育に関する具体的方策

入学者選抜，高等学校との連携，教育支援，教育方法等の在り方について，総合的な研○

究開発を行うとともに，全学教育の支援業務を行う。

外国人留学生に対する日本語，日本文化・日本事情等の教育及び就学・生活上の指導助○

言を行うとともに，海外留学を希望する学生に対する就学・生活上の指導助言を行う。

健康科学に関する研究並びに保健及び体育に関する教育を行うとともに，職員，学生の○

保健管理及び体育指導に関する専門的業務を行う。

医学・歯学・薬学・保健学の分野に関する実習及び演習を通じて医療系分野の知識の統○

合的理解を促すため，指導及び助言を行い，併せて自学自習に共用させ問題解決型能力

を育成する。
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（４）学生への支援に関する目標を達成するための措置

１）学生への学習支援に関する具体的方策

（修学相談）

各部局における相談システムの改善状況を把握・整理するとともに，学生生活・修学相○

談室及び各部局の修学相談体制と連携をとりながら，引き続き活動状況を全学で共有化

する。

平成１８年度に改正した全学教育カリキュラムに基づき，人格形成を促進する教育を実○

施する。

学生期における心理的課題を取り上げた人格形成促進科目において，受講生の反応を継○

続して分析する。結果を整理し，相談活動と授業を通した教育の連動に関して充実を図

る。

伊都キャンパスでの相談状況の検証及び４年間に亘る調査結果を踏まえて，伊都キャン○

パスで修学する学生への学生生活及び修学支援の充実を図る。

（履修指導）

工学部を除く理系学部生に対し高校時における物理の履修状況に応じた教育を実施す○

る。全学教育においては，大学における学修への適応を促進する教育を実施する。

全授業担当教員が，授業に関する様々な相談等に応じるオフィスアワー等を設定する。○

成績不振者を適切に指導する。○

（学習指導）

全学的な教育情報ポータルサービスの提供により学習の円滑化を図る。○

教務システムを利用した，学生による学外からの成績照会を可能とし，履修ガイド（進○

級・卒業判定情報等）の提供を可能とする仕様を引き続き検討する。また，教員による

履修情報の取得及び履修成績登録の学外からの利用について検討するとともに，学生ポ

ータルシステムの利活用による教育情報等の提供を促進する。

（留学指導，進学指導）

短期留学制度による外国の大学への派遣数を増加させるために英語による開講科目の受○

講を推奨するとともに，留学説明会及びパンフレットにより情報提供の充実を図る。ま

た，海外短期語学研修制度（韓国語・中国語）を一層促進する。

２）学生への生活支援等に関する具体的方策

（学生生活支援）

学生モニター会議，寮生等懇談会並びにアンケート調査などを通じて学生の意見・要望○

等を聴取し，生活支援方策の改善等に活かす。

窓口・相談業務担当者等，職員のスキルアップを図る。○

健康科学センターによる学生に対する健康相談等の体制の充実・強化に向けて，健康増○

進ホームページの内容の更なる充実，全学的な対策実行組織を通じたメンタルヘルス増

進のためのより積極的な活動，健診データベースの日常業務での活用，スポーツ相談の

更なる充実を行う。

学生後援会事業のＰＲを行うとともに，新たな文化系サークル活動支援を行う。○

サークルＯＢ会及びサークル役員・顧問教員等との協議会を開催し，ＯＢと学生の交流○
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を行うことにより，ＯＢ会への理解を深め，支援組織を強化する。

六本松キャンパスの伊都キャンパスへの移転に伴う課外活動施設等を整備する。○

， 。○ 六本松キャンパスの伊都キャンパス移転に伴い食堂 売店等及び学生寄宿舎を整備する

（経済支援）

長期留学生派遣制度，全学協力事業基金等の情報提供を一層拡充するとともに全学協力○

事業基金の充実を図る。

（留学生支援）

各キャンパス等における留学生相談の実施，チューター制度の強化，オリエンテーショ○

ンの実施により，外国人留学生の生活の向上を図る。

３）学生への就職活動支援に関する具体的方策

就職相談や就職ガイダンス等を引き続き実施し，就職支援策の充実を図る。○

留学生就職ガイダンスの開催，地方公共団体等との連携，就職情報提供の拡充，留学生○

インターンシップ制度の拡大，学校法人麻生塾が実施する「アジア人財資金構想」プロ

グラムとの連携，ＪＬＣビジネス日本語・ビジネスマナー入門の開講など，留学生の就

職支援活動を実施する。

就職ガイダンス等による就職情報の提供をはじめ，各種の就職支援活動を引き続き実施○

する。

２ 研究に関する目標を達成するための措置

（１）研究水準及び研究の成果等に関する目標を達成するための措置

１）研究の方向性と重点的に取り組む領域

（方向性の明示）

戦略的教育研究拠点である未来化学創造センター，バイオアーキテクチャーセンター，○

システムＬＳＩ研究センター，デジタルメディシン・イニシアティブ及びアジア総合政

策センターについて，研究理念・目的に沿った活動・進捗状況を点検する。

（基礎研究の重視）

各研究院・附置研究所等の特性を活かしながら，新しい知の創造に向けた基礎研究を推○

進するとともに，グローバルＣＯＥプログラム，教育研究プログラム・研究拠点形成プ

ロジェクト（Ｐ＆Ｐ）及びリサーチコア等の組織的研究を展開する。

研究者の自由な発想に基づく基礎研究を推進するため科学研究費補助金を中心に採択増○

を図るとともに，科学技術基本計画等に基づく国の大型プロジェクトに積極的に応募し

採択を図り，研究を推進するなど先端的応用研究を促進する。

（社会貢献）

産官学共同研究や受託研究の増加を図るとともに，知的財産の移転を推進する。特に国○

際的な連携や移転を促進する。

（新科学領域への展開）

グローバルＣＯＥプログラム，ユーザーサイエンス機構，先端融合医療レドックスナビ○

研究拠点等の公募型大型研究プロジェクトや戦略的教育研究拠点（Ｑ－ｓｔａｒｓ ，）

リサーチコア等の学内プロジェクトの研究成果を基に，新科学領域研究を推進する。

（アジア指向）
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グローバルＣＯＥプログラム，リサーチコア及び教育研究プログラム・研究拠点形成プ○

ロジェクト（Ｐ＆Ｐ）等の 「アジア」への展開を目指した研究分野の進捗状況等につ，

き評価を行い，アジア関連の文系の研究課題を本学の特色ある取組として開拓・推進す

る。

（中核的研究拠点）

２１世紀ＣＯＥプログラム等の成果を検証し，グローバルＣＯＥプログラム，先端融合○

医療レドックスナビ研究拠点及び水素技術先端科学研究等の世界最高水準の中核的研究

拠点形成に向けて継続的に全学的支援を行い，先端的研究活動を積極的に推進する。

（リサーチコア，Ｐ＆Ｐ，国家科学技術戦略）

平成１９年度までのリサーチコアの活動を調査し，学際的研究，基礎と応用を融合する○

研究及び第３期科学技術基本計画に基づく重点研究を戦略的に支援する。

教育研究プログラム・研究拠点形成プロジェクト（Ｐ＆Ｐ）につき，平成１８年度に見○

直しを行った新制度により，教育改善及び研究を推進し，本学の研究戦略の最新課題の

実施を図る。

平成１９年度に引き続き，バイオ・ナノ・環境・ＩＴ等の分野における成果を検証する○

とともに，国家科学技術戦略等に係る情報収集を積極的に行い，先端的研究を継続的に

推進する。

（芸術と諸科学の融合）

戦略的研究拠点育成プログラム（ＵＳＩ）の中間評価後のフォローアップの結果，及び○

２１世紀ＣＯＥプログラム「感覚特性に基づく人工環境デザイン研究拠点」における成

， 。果の検証に基づき 芸術的感性と諸科学を融合する新しい教育研究体制の具体化を図る

（生命科学，物質化学，応用力学）

統合生命科学という新分野のＣＯＥを構築するために，医学・生命科学領域におけるポ○

ストゲノムの先端的研究を積極的に推進するとともに，それを支える大学院教育を充実

させる。

物質化学分野の先端的研究を展開し，関連研究機関との共同研究を推進するとともに，○

教育に直結する研究体制を構築して，物質化学のＣＯＥ形成を図る。

海洋大気力学，プラズマ材料力学，及びそれらの基盤となる基礎力学に関する研究を全○

。 ， ，国共同利用研究として推進する また 応用力学分野の学術研究の進展に貢献するため

， 。核融合科学研究所との双方向型共同研究や その他の関連機関との共同研究を実施する

２）成果の社会への還元に関する具体的方策

（社会への還元体制）

全国レベルのイベントや外部機関を活用し，大学の研究成果を国内外に情報発信すると○

ともに，技術移転を促進する。

（組織対応型連携研究）

組織対応型連携締結企業を定期的に訪問し，連携状況の共有をはじめ，企業ニーズの収○

集並びに大学ニーズ（共同研究テーマ提案，大学院生のインターンシップ等）の提供を

行い，連携企業とのマッチングを促進する。

シュタインバイス財団等との組織対応型連携契約に基づき，福岡県下地域中小企業等へ○

の技術開発支援をさらに強化する。
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（情報発信）

本学の特色ある研究の取組を，ホームページや広報誌に掲載することにより，タイムリ○

ーかつ継続的に広く情報発信するとともにプレス発表においても積極的に研究内容の発

表を行う。

（重点的取組）

専門職大学院コンソーシアムによる教育と調和・融合した研究の成果を社会に寄与する○

ため「専門職大学院コンソーシアム・レクチャーシリーズ」を実施する。

３）研究の水準・成果の検証に関する具体的方策

（体制整備 （評価・検証））

研究活動に関する評価の結果を基に，評価制度の充実を図る。○

教員個人及び研究組織等の研究活動に関する自己点検・評価を定期的に行う。○

（２）研究実施体制等の整備に関する目標を達成するための措置

１）研究者の配置に関する具体的方策

（全学的戦略）

「５年目評価，１０年以内組織見直し」制度を実施する。○

（効率的配置）

教員業績評価の平成１９年度試行評価を実施，検証し，評価の本実施を開始する。○

平成１９年度に引き続き，大型プロジェクト研究担当者の部局における業務を一部免除○

できる制度を活用し，研究時間の確保を推進する。

（優れた研究者の確保）

各部局において，公開公募の原則を推進するため教員公募情報システムを活用する。ま○

た，教員の公募及び採用状況を公表する。

（研究者の流動化促進）

２１世紀ＣＯＥプログラム及びリサーチコアの成果を更に発展させ，部局等の研究者の○

流動化を図るとともに，次世代研究スーパースター養成プログラム（ＳＳＰ）等のプロ

ジェクトの展開を通じて流動化による次世代の研究リーダーの養成を図る。

（若手研究者の育成）

平成１９年度に引き続き，若手研究者の支援・育成のため，研究教育プログラム・研究○

拠点形成プロジェクト（Ｐ＆Ｐ）のＤタイプ，総長裁量経費による研究スーパースター

支援プログラム，科学技術振興調整費による次世代研究スーパースター養成プログラム

（ＳＳＰ）及びグローバルＣＯＥプログラムを継続的に実施し，若手研究者育成と自立

的環境の整備を行う。また，博士課程学生を含めた若手研究者の留学・派遣を継続的に

。 ， ，実施する さらに 科学技術振興調整費による女性研究者支援モデル育成事業を推進し

女性研究者の発掘・支援・育成を行う。

２）研究環境の整備に関する具体的方策

（研究資金の配分システム）

教育経費，研究経費，施設等維持管理費などの基盤的経費を確保しながら，部局の自主○

性及び裁量を尊重した将来構想に柔軟に対応する配分方式を，平成２１年度においても

引き続き実施するとともに，伊都キャンパス移転等の大型事業や先端的・学際的分野の
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教育研究等を活性化するための長期的な財務計画を策定し，重点的・戦略的経費の確保

を行う。

「九州大学全学協力事業基金」に定める教育研究推進事業，国際交流事業等における成○

果を，財務委員会・国際交流専門委員会において検証し，より効率的な資金の活用を図

る。

（戦略的・競争的研究環境の整備）

国際的中核的研究拠点を維持・発展させるため，研究支援体制の整備及び学内共通利用○

施設（レンタルラボ）の研究スペースの確保を図る。

学内共通利用施設（レンタルラボ）の共同実験室に設置されている共通利用機器につい○

ての情報を公開し，それらの有効活用を積極的に推進する。

（設備の効率的運用）

学内の設備の効率的利用を図るため，学内共同教育研究施設（中央分析センター等）の○

設備の充実及び学内設備の共同利用化を推進するとともに，学外の研究機関と連携した

共同利用を推進し，設備の有効利用を推進する。

（研究に関する情報システム）

学内の研究室単位の装置・設備をホームページ等で公開し，有効利用を推進する。○

学内研究成果の一次情報を公開することを目的とした「九州大学学術情報リポジトリ」○

のコンテンツをさらに拡充しつつ，安定的な収集・運用体制に移行する。また，利便性

向上のためのシステム機能強化を図る。

情報統括本部において，伊都キャンパス等に移転する学生，教職員が移転後に教育・研○

究などに支障がないキャンパスネットワークを整備する。

情報統括本部において，キャンパスネットワークの安定した運用を図る。○

情報統括本部において，各キャンパスの無線ＬＡＮの拡充を行う。○

３）知的財産の創出，取得，管理及び活用のための具体的方策

（基本方針の決定）

特に課題として残っているＭＴＡ（マテリアルトランスファーアグリーメント）やＮＤ○

Ａ（守秘義務契約）について，学内の決裁権限等の仕組みを整備する。

（活動の推進）

文部科学省知的財産本部整備事業の終了を受けて，より高度かつ継続的な産学連携支援○

の仕組みを構築し，産学連携を促進する。

意匠公報データベース（約７５万件収蔵）の管理及び，学内外での活用促進並びに教育○

へ活用する。

地域デザイン産業とデザインによる地域産業の発展を目的に，アジアＤＬＯ（Design L○

icensing Office ，芸術工学研究院，福岡県，福岡市，FUKUOKAデザインリーグ及び福）

岡県産業デザイン協議会が事業主体となり，産学官民の連携協議組織としての「九州ア

ジアデザイン連携センター （仮称）を設置する。」

学内大学発ベンチャー支援体制強化のため支援インフラ（インキュベータ施設，諸規則○

等）の内容充実について検討を行うとともに，学内シーズの事業化可能性の評価体制を

強化する。また，地域におけるベンチャー支援コミュニティと連携し，関係教員等への

支援の充実を図る。
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組織対応型連携研究で生み出された知的財産権の活用を促進するため，知的財産権実施○

許諾契約書の雛形を策定する。

４）研究活動の評価及び評価結果を質の向上につなげるための具体的方策

（点検・評価の実施）

教員業績評価の平成１９年度試行評価を実施，検証し，評価の本実施を開始する。○

各部局において実施した研究活動に関する点検・評価の結果を基に，評価方法等の充実○

を図る。

（階層的評価体制）

研究活動に関する評価の結果を基に，階層的な評価体制の充実を図る。○

平成１９年度に引き続き，中核的研究拠点を形成するため，適切・効率的な人員配置，○

競争的資金獲得策の強化及び学内共通利用施設の有効利用を図るとともに，研究戦略に

係る企画・立案を推進し，研究戦略委員会等で定期的に点検・分析・評価を行う。

（改革サイクル）

研究活動に関する評価の結果を基に，評価制度の充実を図る。○

「５年目評価，１０年以内組織見直し」制度等による自己点検・評価や，国立大学法人○

評価及び認証評価等に係る評価結果等を次期中期目標・中期計画の素案の策定に反映さ

せる。

５）全国共同研究，学内共同研究等に関する具体的方策

（全国共同施設）

全国共同利用施設として教育研究等のための情報基盤に係る設備の整備と提供，必要な○

技術支援業務及び研究を行うとともに，最先端のスーパーコンピュータによる高速大規

模計算サービスを通じて先端的計算科学研究の推進を図る。

次世代スーパーコンピュータ開発計画との連携を目的とした「計算機科学と計算科学と○

の統合領域」を対象とした大学院の設置計画を検討する。

（役割と機能に基づく活動）

学内外の生物系分野への制御環境の提供及び生物環境調節の基礎研究を推進する。○

熱帯地域の農業及びこれに関連する環境の基礎的，総合的研究を推進する。○

石炭産業を核とする地域産業等に関する文献・資料の収集・整理・公開及び調査研究を○

推進する。

学術標本の収蔵，分析，展示・公開等及び学術標本に関する教育研究の支援並びにこれ○

らに関する調査研究を推進する。

アイソトープ関係の教育研究を行うとともに，アイソトープの安全管理を総括し，アイ○

ソトープを利用して教育研究を行う教員その他の者の共同利用を進める。

自然科学系分野の研究教育上必要な試料の作成などを行うための大型機器を集中して管○

理運営するほか，部局所有機器等の学内共同利用を支援し，分析サービスを提供する。

システムＬＳＩの応用・設計・製造・検査に関する技術を総合的に研究し，その学問体○

系の確立と高度情報化社会における当該技術の利用について調査研究を推進する。

宙空環境変動の予報や宇宙ゴミの警報などの実用化に向けた新しい宙空環境科学の創成○

のための調査研究を推進する。

韓国研究の結節点として機能するため，韓国を中心とする朝鮮半島地域の学際的で総合○
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的な研究を行うとともに，国内外の関連研究者との共同研究をコーディネートする。

次世代のエネルギー改革や高度情報化・福祉社会を視野に入れた超伝導システム科学の○

構築を目指した研究を推進する。

先端科学技術分野において高度な産業技術シーズの創出を行うとともに，産業化を狙っ○

た産学連携プロジェクト研究を企画・推進する。

ＩＴを高度に活用し，芸術的感性の諸科学への融合を促し，独創性の高い価値を創出し○

得る学際的研究を積極的に支援推進する。

本学の教育研究の先進化と社会貢献に資するため，超高圧電子顕微鏡を中心とする最先○

端顕微装置・技術を学内外に提供する。

教育研究活動によって発生する無機系，有機系廃液及び固形廃棄物を適正に処理する｡○

， ，○ 九州地区及び山口県における自然災害に関する資料を収集・整理し 提供するとともに

自然災害に関する研究を推進する。

電離気体科学とレーザー科学分野において先端的・国際的研究を目指すと共に，これら○

の科学技術の融合分野・関連分野に対しても積極的に研究を推進する。

本学に関わる史料を収集・整理・保存し，大学及び大学の歴史に関した調査研究を行う○

とともに，本学教員及びその他の者の利用を進める。

基礎研究及び先進的量子ビーム技術に支えられた先端的研究を推進する。○

高度の専門職業的能力を持つ創造的な人材を育成するため，ベンチャー・ビジネスの萌○

芽ともなるべき独創的な研究開発を推進する。また，起業関連教育等，教育機能も一層

強化する。

， 。○ 本学をアジア諸国との学術交流の拠点とするため アジアに係る総合研究等を推進する

学内に分散している記録資料館の各部門及び記録資料の集中配置を進める。○

２１世紀の循環型社会の主力エネルギーである水素の製造・供給と利用を安全に行うた○

めの統合技術に関する研究を集中的に推進する。

３ その他の目標を達成するための措置

（１）社会との連携，国際交流等に関する目標を達成するための措置

１）社会連携事業を推進するための具体的方策

（実施体制）

教育研究における社会連携事業に関する基本方針を策定し，全学的な実施体制を構築す○

る。

社会連携に関する情報ネットワークにより，連携事業を公開するとともに今後とも広報○

活動の推進を図る。

① 教育における社会との連携・協力に関する具体的方策

（成果の公開，生涯学習・リカレント教育）

開学記念日の講演会や著名な学識者等による公開講演会を実施し，市民及び中学・高校○

生に優れた教育研究成果を公開する。

国公私立大学と連携し，社会のニーズを踏まえた公開講座，セミナー，講演会を開催す○

る。

ホームページ，地域の公的施設等への広報誌の配布，メールマガジン等を利用し教育研○
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究活動を広報する。

福岡県教育委員会との連携事業を通じて教育従事者に研究情報等を公開するとともに，○

社会人のリカレント教育を実施する。

（教育の社会連携）

企業等へのインターンシップの充実を図るとともに，企業等からの非常勤講師を積極的○

に活用したインターンシップ関連授業及びキャリア教育授業を引き続き実施する。

高等学校等と連携した講義・講演等を実施するとともに発達相談・カウンセリングに係○

る連携協力を推進する。

高校生を対象とした大学説明会及び模擬授業を充実するとともに，先端実験施設の公開○

等，魅力あるオープンキャンパスを開催する。

高等学校への教育研究活動の紹介や出前授業等に応え積極的に推進する。○

（大学施設の開放）

地域の図書館との相互貸借を促進するとともに，貴重資料等の展示公開を行う。○

（地域社会との連携）

国・地方公共団体等の審議委員等への就任状況を充実させて公開し，これからの委員就○

任依頼に応え，社会貢献する。

他大学との学生交流協定を推進する。○

② 研究における社会との連携・協力に関する具体的方策

（実施体制）

社会連携推進室，研究戦略委員会や知的財産本部等，地域社会との窓口となる組織間で○

の連携体制を強化し，地域社会のニーズに応じた業務分担と情報共有体制を構築する。

（地域社会に関わる研究）

福岡市，福岡県，北部九州，九州全域等，本学が立地する各地域の産業・経済・環境・○

市民生活に関する研究課題への取組みを継続する。

本学の研究プロジェクトと連携し，タウン・オン・キャンパスの「産学連携センター」○

を核とした産学官連携活動や整備が進む前原市ほかのリサーチパーク等への企業及び研

究機関誘致活動を推進するとともに，前年度に引き続き，企業セミナーや東京会議など

を開催する。さらに，平成２０年４月に移転する(財)九州大学学術研究都市推進機構の

新事務所を拠点とした地域活性化に資する企業・研究機関等の立地支援，共同研究等を

推進する。

地域自治体と連携した産学官共同研究を推進するとともに，地域企業等とのネットワー○

クを活用して，大学リソースの社会還元を推進する。

（アジア規模での社会連携）

帰国留学生データベースの整備及び既存の外国における帰国留学生の九大同窓会を活用○

し，アジア・海外ネットワークの強化を図る。

③ 産学連携推進についての具体的方策

（知的財産本部）

知的財産本部で実施している産学連携機能を充実するとともに，学内関係部署等との業○

務分担を明確化する。

組織対応型連携研究の情報管理を強化するため，情報管理オペレーションを組織対応型○
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連携個別事業へ導入する。

（国際的産学連携）

国際産学官連携センターを中心に，アジアをはじめ欧米との国際産学官連携プロジェク○

トを展開するとともに，国際産学官連携推進体制の基盤強化に努める。

（基盤整備）

地方自治体との連携を通じて，地域社会ニーズ収集を行い，地域と協同したプロジェク○

トを企画・実施する。

技術移転活動の実例に関する情報の共有と蓄積を図るとともに，マネジメントの高度化○

を図る。

これまで有効に機能してきたＮＥＤＯフェロー（新エネルギー・産業技術総合開発機構○

の産業技術フェローシップ事業）等の人材育成事業制度を引き続き活用し，若手人材の

育成を図る。

学内から需要の高い学部向け並びに大学院向けの知的財産や技術マネジメント関連の教○

育ニーズに対応するため，講義やセミナー等を実施する。

④ 利益相反に関する指針等の策定

（利益相反）

利益相反マネジメント体制を一層強化するとともに，自己申告書により利益相反マネジ○

メントの事例を蓄積する。また，臨床研究における利益相反マネジメントの指針を策定

する。

２）国際交流・協力に関する具体的方策

（機構・施設の整備）

国際交流総合企画会議において策定した国際交流に関する基本方針に基づき，国際交流○

推進機構，そしてその中心となる国際交流推進室の機能の充実及びアジア総合政策セン

ター等の活動を推進する。

① 戦略的国際交流プロジェクト推進についての具体的方策

（アジア戦略）

アジア学長会議運営連絡会事務局として，２００８年に台湾大学で開催予定の第７回ア○

ジア学長会議の開催に際し運営協力を行う。

アジアの有力大学内に設置したブランチ・オフィスを活用することにより，継続して具○

体的なプログラムを実施し，有力大学との協力関係の強化を図る。

（アジア規模の教育連携）

アジア学長会議で継続的に審議されてきた若手研究者の養成を目的とした「若手研究者○

優秀賞」制度の発足について，第７回アジア学長会議において承認し，表彰を行う。

情報基盤研究開発センターを中心に「次世代インターネット技術のための研究開発と実○

証実験」を継続して推進するとともに，日韓を中心に確立している遠隔医療システムの

充実を図る。

アジア学長会議の参加大学との間で 「共同授業 （本学と他大学教員により授業を構成○ ， 」

する）を実施する。

（アジア理解）

本学の教職員，学生及び一般市民を対象として，アジアについての理解を深めるための○
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講演会・セミナーを実施する。

アジア関連の書籍を提供するとともに，本学におけるアジア研究を広く紹介するための○

叢書を刊行し，併せて，アジア関連情報のメールマガジンや本学のアジア研究データベ

ースの充実を図る。

② 外国人研究者・留学生の受入れ及び教職員・学生の海外派遣についての具体的方策

（支援体制）

留学説明会の実施，電子掲示板の活用，海外留学メールマガジン登録者への情報提供を○

より一層充実する。また，教員向けの留学制度説明会により教員の理解を得て，学生に

留学を促す。

アテネオ・デ・マニラ大学（フィリピン）における職員海外研修プログラムを継続実施○

し，事務職員を派遣する。また，マヒドン大学（タイ）及び釜山大学校（韓国）との教

育連携等のプログラムを行い，教員の交流を図る。

宿舎の居室及び共用室の設備を計画的に更新するとともに，入居希望者の便宜を図る方○

策を実施する。また，英語による宿舎の情報を本学ホームページに掲載する。

（留学生受入れ派遣の制度整備）

本学学生のアジア留学を促進するため留学説明会を実施する。さらに，教員向けの留学○

制度説明会により教員の理解を得て，学生に留学を促す。

外国人短期留学コース（ＪＴＷ）の受入れ体制の一層の充実を図るとともに，サマーコ○

ース（ＡＴＷ）はプログラムの充実を図る。

日仏共同博士課程等のプロジェクトによる学生交流を一層促進する。○

本学独自の奨学金制度及び海外短期語学研修制度による受入れ及び派遣を促進し，学生○

に対して，本学の英語による開講科目への参加を勧めるとともに，実践的外国語習得の

ためのプログラムを実施する。

海外オフィス，ブランチオフィスの活用及び帰国留学生の協力により，資質の高い留学○

生確保の施策を行う。

（若手研究者・外国人研究者支援）

九州大学創立八十周年記念事業国際学術交流基金による若手研究者の受入・派遣事業を○

継続して実施する。

③ 国際共同研究・国際研究会議の推進に関する具体的方策

（実施体制）

各部局における国際戦略に関する基本方針の調査結果を踏まえ，各部局での基本方針の○

定着を図る。

（国際共同研究）

九州大学創立八十周年記念事業国際学術交流基金による国際共同研究推進のための支援○

事業を実施する。また，マヒドン大学等のネットワークポイント締結大学との間の国際

共同研究や日中韓における国際共同研究の推進を図る。

（国際会議）

本学主催等による国際シンポジウム，セミナー等の開催を国内外で積極的に推進し，様○

々な分野における国際的規模の研究交流の促進を図る。

④ 開発途上国に対する協力事業に関する具体的方策
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（国際協力）

独立行政法人国際協力機構（ＪＩＣＡ）の要請による専門家派遣を行い，途上国から研○

修員を受け入れるとともに，技術協力プロジェクトを継続的に実施する。

国際協力銀行（ＪＢＩＣ）との定期協議において，新たなプロジェクトの提案を行うと○

ともに，ＪＢＩＣ等が行うセミナーへの参加及び関係機関との情報交換を行う。また，

平成２０年１０月から（既存のＪＩＣＡとＪＢＩＣが統合され）新体制となる新ＪＩＣ

Ａとの連携を図る。

平成１８年度にＪＩＣＡより受託したインドネシア国ガジャマダ大学産学地連携総合計○

画プロジェクト（業務期間：平成１８年６月～平成２１年３月）を実施する。また，Ｊ

ＩＣＡ九州国際センターとの定期協議を通じて，新たなプロジェクトへのアプローチを

行うとともに，平成２０年１０月から新体制となる新ＪＩＣＡとの連携を図る。

アジア地域を中心とした国際医療協力を積極的に展開することにより，国際連携の更な○

る推進を図る。

マレーシア日本国際工科大学（ＭＪＩＵＴ）の母体となるマレーシア日本大学センター○

（ＭＪＵＣ）を支援するために，有志大学連合の一員として，政府の要請に基づく協力

を実施する。

（２）附属病院に関する目標を達成するための措置

１）病院システムと患者サービスの改善・充実に関する具体的方策

（社会に分かりやすい病院）

平成１９年度にリニューアルした病院ホームページについてアンケート調査を行い，充○

。 ， ， 。 ，実を図る また 事務局広報室と連携し 病院地区の情報発信を積極的に行う さらに

診療サービスの情報以外に 「大学病院」として取り組んでいる高度先進医療や治験，，

医療人サポートについての広報活動を行う。

「社会にわかりやすい病院」への取組みの一環として，院内がん登録に係る統計資料を○

がんセンターホームページ上に公表する。また，患者への情報提供の一環として外来患

者予約数を外来窓口に表示する。

これまでに充実してきた「九大病院だより」及び「九大病院ニュース」を引き続き発行○

する。また，来院患者へのサービス向上のため，誘導ツール（フロアガイド等）を作成

する。

平成１９年度に引続き，各診療科へ疾病教室の実施計画のアンケート調査を実施すると○

ともに，疾病教室の案内を充実する。

（患者に分かりやすい病院）

平成１９年度に引き続き，外科系の臓器別診療体制の整備を推進する。○

患者の「生活の質 （ＱＯＬ）を高めるため，平成１９年度に開設した漢方外来及び漢○ 」

方診療の充実を図るとともに，女性総合診療外来を開設する。

小児医療センター入院患者及び家族のＱＯＬの更なる向上のため，センターの運営体制○

の充実及び医療スタッフの質的向上を図る。

先進予防医療センターにおいて，広く一般のニーズに応えるため，新しい分野のドック○

として歯科ドックの開設を検討する。また，受診者へのアンケ－ト調査を行い利用満足
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度の一層の向上に努める。

（患者を動かさない病院）

。 ，○ 平成２１年度の新外来棟竣工に向けた新たな検査体制構築のための準備を進める また

検査の精度向上や時間的効率化を図るため，新たな検査の一元化を進める。

外科系の臓器別診療科間の連携体制の整備を推進する。○

（安心・安全・満足の患者サ－ビス）

電子化クリティカルパスの本格的運用を開始する。また，地域連携クリティカルパスの○

運用を検討する。

平成１９年度に作成した院内のインフォームド・コンセントガイドラインに沿って，説○

明・同意書の検証を行う。

職員全体の医療安全意識の向上並びに医療安全に関する取り組みの周知徹底のために研○

修会を開催し，出席者数の増加を図る。特に平成２０年度は，医療安全管理の根幹を成

「 」 。 ，す 医療安全管理に関する基本方針 についてあらためて職員に周知徹底を図る また

インシデントレポート収集によるデータ分析及びその有効活用を継続する。

外来診療科で実施している再来予約制について，年に２回患者の待ち時間データを検証○

した上で，更なる改善に努める。

平成１９年度までに試行を実施した職員評価方法の検証を行うとともに，患者からの評○

価として患者満足度調査を実施する。

， 。○ ボランティア活動の充実のため ボランティアの意見を聞く定期的な交流会を開催する

また，ボランティアに対する知識を深めるため，ボランティア活動員を対象とした研修

会を開催する。

２）九州・アジアの高度先進医療拠点とするための具体的方策

（高度先進医療の推進）

研究型病床を活用した高度な臨床研究を実施する。また，被験者の利便性を向上させ，○

治験をスム－ズに行うために治験専門外来の設置場所について検討する。さらに，平成

１９年度に導入したＧＭＰ（医薬品及び医薬部外品の製造管理及び品質管理の基準）グ

レードの設備を利用した治療研究を実施する。

（国際連携）

国際交流協定締結を行っている病院等との間で，相互訪問や情報交換等の交流を継続す○

る。

平成１９年度までにアジア全域にわたり構築してきた国際接続拠点との間の連携を維持○

・強化するとともに国内拠点の拡充を図り，国内外のネットワークにおけるハブ的役割

を保持・推進する。また，遠隔による医療相談などの実診療への応用を検討する。さら

に，これらを管理運用する「アジア遠隔医療センター （仮称）の設立の実現化に向け」

て努力する。

平成１９年度に引き続き，国際災害救急医療に関する職員の理解を深めるために，学内○

外講師による講演会を開催する。また，国際水準に見合った災害訓練を実施する。

３）全人的医療を担う人材育成のための具体的方策

（医療系教育研修体制の整備）

職員の意識改革を図るため，平成１９年度に引き続き，全職員対象の九大病院改革セミ○
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ナーを継続的に開催する。

平成１９年度に作成した研修カリキュラムを実施し，評価・検証した上で更なるカリキ○

ュラムの充実を図る。

平成１９年度に引き続き，コミュニケーション技術習得のための講習会を開催する。○

平成１９年度に引き続き，医師及び医療関係者向けの生涯教育を推進する。○

４）九州・山口診療圏の中核医療機関とするための具体的方策

（救急医療体制の整備）

平成１９年度に引き続き，救命救急センターの運用を推進するとともに，救急医療を担○

う医師やコメディカルなどの人材育成に努める。

平成１９年度に引き続き，救急ホットライン等を活用して救急患者の受入れを行う。ま○

た，福岡市の周辺地域を含めた重症小児救急患者の受入れを積極的に行う。さらに，救

急搬送された患者の受入れに際し，後方病床の円滑な運用の推進を行う。

ヘリコプターによる救命救急患者や特殊疾患患者の遠隔地からの患者受け入れ体制を整○

備する。

（地域連携の強化）

平成１９年度に引き続き，退院援助・在宅医療援助の円滑な推進を継続するとともに，○

退院援助・在宅医療援助の重要性について院内スタッフへの啓発を行う。

平成１９年度に引き続き，地域医療機関等との連携を推進するために，地域医療連携セ○

ンター主催の講演会を開催する。また，院内において症例別に有益な地域連携の在り方

についての検討会を開催する。

病院間，病院・診療所間の連携を維持するために，地域医療連携センターにおいて空床○

及び共通病床の運用管理を行い，効率的な病床運用に努める。

新しく構築した患者情報共有化システム（地域医療連携システム）について，円滑な管○

理と有効利用に努める。

平成１９年度に引き続き，地域医療における病院医師の兼業分析を行い，兼業として地○

域医療機関への派遣を行う。

５）経営の効率化に関する具体的方策

九州大学病院独自の管理会計システムの運用を行う。○

平成１９年度までに実施してきた病院長の管理運営上の権限強化の方策を持続し，執行○

部会議，上申書検討委員会の開催等により機動的・戦略的な病院運営を推進する。

内部定期監査計画書を作成し，内部監査を実施する。○

ＳＰＤ方式（診療材料等を一元管理する仕組み）を評価・検証し改善を図りながらコス○

ト削減に取り組む。また，平成２０年度診療報酬改定及び薬価改定の情報に基づき医療

材料及び医薬品のコスト削減について検討する。

治験の増加を図るために，平成１９年度に構築した治験ネットワークを九州臨床研究支○

援センター，福岡県及び福岡県内４大学との連携を強化し運用していく。また，公開講

座を実施して治験に対する理解を深めるための啓発を行う。さらに，医師主導型臨床試

験を支援するための人材育成を行う。

平成１９年度に引き続き，７対１看護体制の導入による在院日数，病床稼動率の変化を○

検証し，定期的な診療科別病床配置の見直しのためのデータ作成を行う。
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経営の安定化のため，総合周産期特定集中治療室（平成２０年度新設）を設置し，助産○

師の増員を図る。また，平成１９年度の電子カルテ導入に伴う業務の変化を踏まえて，

効果的に外来クラークを配置する。

６）人事の効率化を図るための具体的方策

平成１９年度に引き続き，病院長の指導体制の下で，医員，医療技術職員等病院職員の○

配置を行う。

平成１９年度に引き続き，特別教員制度を活用し，非常勤臨床教授，非常勤担当医（仮○

称）等の外部人材の積極的な活用を行う。また，外部資金の導入による教員の採用を行

う。

業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置Ⅱ

１ 運営体制に関する目標を達成するための措置

（経営戦略の確立）

４－２－４アクションプランのもと，ＰＤＣＡサイクルを重視し，総長トップダウンによ○

るマネジメントとボトムアップ方式による様々な改善の取り組みを継続し，外部資金の獲

得等による収入の確保やコスト削減等による財政基盤の強化を図る。学内資源の有効活用

による施設整備を進めるとともに，知的財産戦略，国際交流施策の充実，学術情報基盤等

（ ）の整備や民間的発想を導入したマネジメント手法であるＢＳＣ バランス・スコアカード

の活用等，経営戦略の確立を一層進める。

， ， ，○ 総長の意向を踏まえつつ 必要に応じて総長補佐体制を見直すことにより 総長の機動的

戦略的な意思決定に資する。

（効果的・機動的な運営）

， ，○ 部局長会議等を活用し 各種情報を全学の構成員が迅速に共有できるようにするとともに

部局間調整の円滑な実施を図る。

各種委員会の実態を踏まえ，整理・合理化について検討を行う。○

（機動的・戦略的な部局運営）

組織，人事，予算に関する三位一体の改革を通じて，部局において，部局の将来構想を踏○

まえた機動的・戦略的な部局運営の整備充実を図る。

（教員・事務職員等による一体的な運営）

平成１９年度に引き続き，研究戦略企画室を中心に教育・社会貢献・国際貢献の推進組織○

と連携して，研究戦略に係る企画・立案を継続的・機動的・積極的に行う。また，研究企

画，支援の機能を充実させるための体制の整備を図る。

九大ＴＬＯと知的財産本部の一体化を推進するとともに，産学連携センター及びベンチャ○

ー・ビジネス・ラボラトリー（ＶＢＬ）との役割を明確化した上で，産学連携推進機構の

再編を行う。

国際交流推進機構，そしてその中心となる国際交流推進室と学内組織との連携を図り，企○

画立案等を一体的に行う。

高等教育機構において，教育改革企画支援室で企画した教育改革等の実施に向けて高等教○

育開発推進センターとの連携機能を充実する。

（戦略的な学内資源配分）
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総長のリーダーシップの下，全学的視点から重点的・戦略的かつ効率的な学内資源配分を○

行うための平成２１年度予算配分計画を策定する。

（学外の有識者・専門家の活用）

総長諮問会議を開催し，外部有識者の意見を大学運営に反映する。○

法務，労務，財務，産学連携，国際交流等，専門性が高い分野への学外有識者，専門家の○

活用を図る。

（内部監査機能の充実）

総長直轄の監査室による内部監査を着実に実施するとともに，監事との連携を密にし，監○

査機能の充実を図る。

２ 教育研究組織の見直しに関する目標を達成するための措置

（基本方向）

「５年目評価，１０年以内組織見直し」制度を実施する。○

３ 教職員の人事の適正化に関する目標を達成するための措置

１）人事評価システムの整備・活用に関する具体的方策

（教員の業績審査制）

教員業績評価の平成１９年度試行評価を実施，検証し，評価の本実施を開始する。○

（事務職員等の業績審査制）

平成１９年度に構築した事務職員等業績等評価を実施する。また，技術職員に係る評価シ○

ステムの検討内容を取りまとめ，原案を構築する。

（評価結果の活用）

事務職員業績等評価の結果を昇任，昇給等を検討する際の資料として活用する。また，教○

， ， 。員業績評価の正式実施により 全学の基本方針に基づく 部局の状況に応じた活用を図る

２）中長期的な観点に立った適切な人員（人件費）管理に関する具体的方策

（人員・人件費管理）

平成１９年度に引き続き，人件費委員会において人員配置を含めた人件費計画・管理を一○

体的に行う。また 「行政改革の重要方針 （平成１７年１２月２４日閣議決定）におい， 」

て示された総人件費改革の実行計画を踏まえ，平成１７年度の常勤役員報酬（基本給，諸

手当）及び常勤職員給与（基本給，諸手当，超過勤務手当）に係る人件費予算相当額に比

して，概ね３％の削減を図る。また，平成１９年度に導入した人員（人件費）管理方式を

適切に運用する。

３）外国人・女性等の教員採用の促進に関する具体的方策

（外国人・女性等の教員採用）

各部局においては，公開公募の原則を推進するため教員公募情報システムを活用する。ま○

た，教員の公募及び採用状況を公表する。特に，女性教員の採用促進に関しては，これま

で以上に各部局における男女共同参画推進の意識を高揚させるため，新たに大学全体とし

て取り組む体制を構築し，その具体的方策を検討・実施する。

４）事務職員等の採用・養成・人事交流に関する具体的方策

（事務職員等の人事制度）
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「中核職員養成のための基本方針(平成１８年３月２４日事務局長裁定)」に基づき，将来○

の大学の中核を担い得る職員を係長相当職として配置する制度を引き続き運用する。

「事務職員等の研修制度の基本的方針」に基づき実施してきた研修体系について，他大学○

との連携により研修機会の増加を図る。

４ 事務等の効率化・合理化に関する目標を達成するための措置

（事務組織の機能・編成の見直し）

事務処理の効率化，合理化の観点から既に実施した事務組織の再編と外部委託の進捗状況○

を点検・評価すること等により，本部事務と部局事務のより適正な役割の整理を行う。

六本松地区事務部の伊都地区への移転を踏まえつつ，伊都地区における事務組織体制を検○

討する。

附属図書館事務部において，電子リソースサービスの向上と利用促進のため，電子リソー○

スを統括的に取り扱う組織を整備する。また，六本松地区移転に対応した具体的な事務組

織再編案の作成と環境整備を行う。

情報システム部を再編し，新たな業務に対応できるよう充実させる。○

E-learningを取り入れた事務系職員の情報リテラシー研修を継続して実施し，内容を充実○

させる。

平成２１年度のＩＣカードの本格運用に向けた準備と試験運用を行う。○

業務システム（教務・学務情報システム等）の機能を充実させる。○

事務用システムの機種更新において，システムの最適化を図る。○

全学共通ＩＤを利用し，ＳＳＯ（シングル・サイン・オン）の導入を推進する。○

（複数大学による共同業務処理）

国立大学法人等に共通する業務システムについて連携協力する。○

地域の大学と連携協力して情報化要員養成の研修を実施する。○

財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置Ⅲ

１ 外部研究資金その他の自己収入の増加に関する目標を達成するための措置

（競争的研究資金の拡充）

外部資金獲得の増加及び大型研究プロジェクトの採択に向けた情報収集・発信及び学内説○

明会等の開催を引き続き行うとともに，学内予算配分における科学研究費補助金採択状況

に応じた支援等の強化を図る。

（外部資金の拡充）

知的財産本部において，組織対応型連携研究を中心とした共同研究等外部資金の受入額及○

び実施件数の更なる拡大を図る。

研究戦略委員会と知的財産本部が連携し，既存申請書等の活用により競争的研究資金の更○

なる増加を図る。

（自己収入の確保）

毎年度課せられる経営改善係数２％（約５億円）及び診療報酬点数改定への対応も含め，○

病院運営体制及び増収方策について，全学的視点から継続的に検討し，病院収入を安定的

に確保する。
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市民を対象とした生涯学習ニーズ調査の分析結果を踏まえた公開講座の充実を図るととも○

に，大学の教育研究の成果を広く社会へ還元するために廉価な講習料を設定し，受講者の

充足率を高める。

特許権，意匠権，著作権等に係る知的財産権収入の増加を図るため，研究成果物の権利化○

及び有体物やソフトウェアを含めた移転活動を推進する。

国立大学として果たすべき役割と社会的ニーズ等を総合的に勘案するため，教育環境等の○

調査を行うとともに，前年度に引き続き入学料・授業料の全国的調査を行うなど，金額の

適正性について検証する。

２ 経費の抑制に関する目標を達成するための措置

平成１７年度に導入し，平成１８年度に機能充実した航空券手配システム（Ｑ-ＨＡＴ）○

の利用率の向上を図り，一層の経費の抑制に努める。

光熱水料について，抑制効果を考慮した具体的な削減指標を検討し，経費の抑制を図る。○

用紙類の使用量縮減について，継続周知を行うとともに縮減に有効な比較方法を検討し，○

使用量の抑制を図る。

学内非常勤講師手当の特例的支給については，手当支給の必要性を精査する。学外非常勤○

講師は，本学教員での対応が困難で教育上真にやむを得ない場合に限ることとし，引き続

き経費の一層の抑制（効率化係数▲１％に対応）に努める。

３ 資産の運用管理の改善に関する目標を達成するための措置

資金運用計画に基づき，国債購入など安全性が確保できる方法による安定的運用管理を行○

う。

大学が有する知的財産権，研究成果および技術シーズの収集を行い，ホームページ等広報○

媒体を利用した大学資産の外部への積極的広報を推進する。

学内共通利用施設（レンタルラボ）の利用率を高め，使用料収入を財源とする施設維持運○

営費を確保し，経営的視点からの運用を行う。

自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標を達成するための措置Ⅳ

１ 評価の充実に関する目標を達成するための措置

１）自己点検・評価内容及び実施体制等の充実

「５年目評価，１０年以内組織見直し」制度に基づいた評価を実施する。○

中期目標期間評価における自己点検・評価結果を基に，評価制度の充実を図る。○

学内におけるデータ収集の効率化を図るため，マネジメント情報に（独）大学評価・学位○

授与機構が行う大学情報データベースのスキームを取り入れ，整理する。

自己点検・評価結果や各種評価情報を，ホームページ等により積極的に公表する。○

２）評価結果を大学の運営の改善等に結びつける取組み

自己点検・評価，国立大学法人評価及び認証評価等に係る評価結果等を次期中期目標・中○

期計画の素案の策定に反映させる。
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２ 情報公開等の推進に関する目標を達成するための措置

部局広報体制強化と，広報室スタッフの技能向上を図る。○

九州大学の広報に関する意見を広く聴取し，広報活動の充実に努める。○

ホームページの一層の充実を図る。○

マスコミへの効果的情報発信と全国規模の広報活動を展開する。○

九州大学並びに百周年記念事業のロゴ等の積極的活用を図る。○

ホームページ掲載内容を適切に更新する。○

その他業務運営に関する重要目標を達成するためにとるべき措置Ⅴ

１ 施設設備の整備等に関する目標を達成するための措置

（１）新キャンパス統合移転整備

１）施設設備の整備に関する具体的方策

六本松地区からの新キャンパスへの直接移転整備及び目的積立金を活用した学生寄宿○

舎，学生支援施設については，平成２１年４月の供用開始に向けたスケジュールに基づ

き，安全安心及びアートワークを含めた整備を順次整備する。

平成１９年度に引き続き，夢のある楽しい新キャンパスプロジェクト（ＭＩＩＤシステ○

ムによるＩＣカード実証実験）を推進する。

「九州大学学術研究都市構想」における学内タウン・オン・キャンパスの具体化に向け○

た活動を推進する。

百周年記念事業等とも連携し，新たな整備手法の一つである寄附による整備の実現を図○

る。

２）施設設備の有効活用及び維持管理に関する具体的方策

有効活用に関する基本方針に基づき，講義室等の全学管理方式による有効活用を推進す○

る。

施設運用を促進する組織を充実させる。○

（２）既存キャンパス整備

１）施設設備の整備に関する具体的方策

「都市と大学」の理念に基づき，既存キャンパスの全体計画（フレームワーク）を策定○

する。

新たなスペースチャージ制を試行する。○

平成２１年度内の六本松跡地処分に必要な事前準備作業を平成１９年度に引き続き実施○

する。

２）施設設備の有効活用及び維持管理に関する具体的方策

別府地区における「施設設備維持保全計画」を策定する。○

施設運用を促進する組織を充実させる。○

２ 安全管理に関する目標を達成するための措置

災害対策マニュアルの方針により，全学及び地区単位での防災訓練及び防火訓練を実施す○

る。
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現在の安全衛生管理体制に環境保全を含めるとともに，全学横断的な安全衛生管理の更な○

る強化を図るため，安全衛生推進室の組織の補強を含めた新たな組織体制及び新キャンパ

ス移転を契機とした全学の高圧ガス関連施設を統括・管理する新たな保安管理体制を構築

する。また，化学物質（薬品）管理システムの運用方針による管理状況を点検し，管理体

制の検証を行う。さらに，学内規則等に則り，放射性物質及び核燃料物質の保管状況等に

ついて，定期点検を行い，安全管理，事故防止の徹底を図る。

学務部において，新入生（学部・大学院生）に「安全の手引き」を配布し，部局において○

は，安全教育等の実施により事故防止の徹底を図る。

遺伝子組換え実験安全管理規則及び動物実験規則に基づく教育訓練を実施し，事故防止の○

徹底を図る。

予算（人件費の見積りを含む ，収支計画及び資金計画Ⅵ 。）

別紙参照

短期借入金の限度額Ⅶ

１．短期借入金の限度額

１２２億円

２．想定される理由

運営費交付金の受入遅延及び事故の発生等により緊急に必要となる対策費として借り入れす

ることも想定される。

重要な財産を譲渡し，又は担保に供する計画Ⅷ

○譲渡計画

①農学部附属福岡演習林の土地の一部（福岡県糟屋郡篠栗町大字津波黒３９４番７０の一部

外２筆 面積１３９．４２㎡）を譲渡する。

（ ．②箱崎団地の土地の一部 福岡県福岡市東区箱崎６丁目３５７５番２９外５筆 面積２２１

１０㎡）を譲渡する。

（ ， ． ）③筥松地区の土地 福岡県福岡市東区筥松３丁目３５７５番１３ 面積２ ４８３ ０６㎡

を譲渡する。

○担保計画

①「病棟・診療棟 「基幹・環境整備」及び「病院特別医療機械設備の整備」に必要とな」，

る経費の長期借入に伴い，本学病院の敷地及び建物について担保に供する。

②新キャンパス施設の整備に必要となる経費の長期借入に伴い，六本松地区の敷地について
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担保に供する。

剰余金の使途Ⅸ

○決算において剰余金が発生した場合は，教育・研究・診療の質の向上及び組織運営の改善に

充当する予定である。

その他Ⅹ

１．施設・設備に関する計画

（単位 百万円）

施設・設備の内容 予定額 財 源

・元岡団地 実 験 施 設 等 Ⅳ 総額 施設整備費補助金 (6,413)

22,543
・九州大学病院 基 幹 ・ 環 境 整 備

長期借入金 (14,168)
・九州大学病院 外来診療棟（軸Ⅱ～仕上）

・馬出団地 耐 震 対 策 事 業 国立大学財務・経営センター

施設費交付金 (1,962)

元岡団地 基 幹 ・ 環 境 整 備・

・元岡団地 研究教育棟Ⅰ施設整備事業

（ＰＦＩ事業）

生活支援施設ウエストⅡ，・元岡団地
学生寄宿舎Ⅰ施設等整備事業

（ＰＦＩ事業）

・馬出団地 総合研究棟改修（旧医学部

基礎Ａ棟）施設整備等事業
（ＰＦＩ事業）

・元岡団地 実 験 施 設 整 備 事 業

（ＰＦＩ事業）

・小規模改修

・ 高輝度放射光利用実験装置大型特別機械整備費

・ 集 学 放 射 線 診 療 ｼ ｽ ﾃ ﾑ病院特別医療機械
Ｘ 線 撮 影 診 断 ｼ ｽ ﾃ ﾑ整備費

・不動産購入費

・元岡団地 全 学 教 育 施 設 整 備
部 局 等 関 連 施 設 整 備
基 幹 ・ 環 境 整 備
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注）金額は見込みであり，上記のほか，業務の実施状況等を勘案した施設・設備の整備や，

老朽度合い等を勘案した施設・設備の改修等が追加されることもあり得る。

２ 人事に関する計画

１）人事評価システムの整備・活用に関する具体的方策

（教員の業績審査制）

○ 教員業績評価の平成１９年度試行評価を実施，検証し，評価の本実施を開始する。

（事務職員等の業績審査制）

○ 平成１９年度に構築した事務職員等業績等評価を実施する。また，技術職員に係る評

価システムの検討内容を取りまとめ，原案を構築する。

（評価結果の活用）

， 。 ，○ 事務職員業績等評価の結果を昇任 昇給等を検討する際の資料として活用する また

教員業績評価の正式実施により，全学の基本方針に基づく，部局の状況に応じた活用

を図る。

２）中長期的な観点に立った適切な人員（人件費）管理に関する具体的方策

（人員・人件費管理）

○ 平成１９年度に引き続き，人件費委員会において人員配置を含めた人件費計画・管理

を一体的に行う。また 「行政改革の重要方針 （平成１７年１２月２４日閣議決定）， 」

において示された総人件費改革の実行計画を踏まえ 平成１７年度の常勤役員報酬 基， （

本給，諸手当）及び常勤職員給与（基本給，諸手当，超過勤務手当）に係る人件費予

算相当額に比して，概ね３％の削減を図る。また，平成１９年度に導入した人員（人

件費）管理方式を適切に運用する。

３）事務職員等の採用・養成・人事交流に関する具体的方策

（事務職員等の人事制度）

○「中核職員養成のための基本方針(平成１８年３月２４日事務局長裁定)」に基づき，将

。来の大学の中核を担い得る職員を係長相当職として配置する制度を引き続き運用する

○「事務職員等の研修制度の基本的方針」に基づき実施してきた研修体系について，他大

学との連携により研修機会の増加を図る。

（参考１）平成２０年度の常勤職員数（役員及び任期付職員を除く） ３，６５４人

任期付職員数 ９８５人

（参考２）平成２０年度の人件費総額見込み ４２，４２１百万円
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（別紙）予算，収支計画及び資金計画

１．予 算

平成２０年度 予算

（単位：百万円）

区 分 金 額

収入

運営費交付金 44,932

施設整備費補助金 6,413

船舶建造費補助金 0

施設整備資金貸付金償還時補助金 0

補助金等収入 1,099

国立大学財務・経営センター施設費交付金 1,962

自己収入 37,468

授業料、入学金及び検定料収入 11,014

附属病院収入 26,032

財産処分収入 14

雑収入 408

産学連携等研究収入及び寄附金収入等 11,128

引当金取崩 0

長期借入金収入 14,168

貸付回収金 0

承継剰余金 0

旧法人承継積立金 0

目的積立金取崩 2,886

計 120,056

支出

業務費 65,907

教育研究経費 38,192

診療経費 27,715

一般管理費 13,518

施設整備費 22,543

船舶建造費 0

補助金等 1,099

産学連携等研究経費及び寄附金事業費等 11,128

貸付金 0

長期借入金償還金 5,848

国立大学財務・経営センター施設費納付金 13

計 120,056
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[人件費の見積り]

期間中総額４２，４２１百万円を支出する （退職手当は除く）。

（うち，総人件費改革に係る削減の対象となる人件費総額３４，９０４百万円）

注 「運営費交付金」のうち，平成２０年度予算４２，３９８百万円，前年度よりの繰越額か）

らの使用見込額２，５３４百万円。

注 「施設整備費補助金」のうち，平成２０年度予算額４，６４６百万円，前年度よりの繰越）

額１，７６７百万円。

注 「産学連携等研究収入及び寄附金収入等」のうち，前年度よりの繰越額からの使用見込額）

４７５百万円。

２．収支計画

平成２０年度 収支計画

（単位：百万円）

区 分 金 額

費用の部 99,387

経常費用 99,387

業務費 83,897

教育研究経費 14,923

診療経費 12,094

受託研究経費等 5,876

役員人件費 214

教員人件費 28,101

職員人件費 22,689

一般管理費 2,814

財務費用 1,303

雑損 0

減価償却費 11,373

臨時損失 0

収益の部 97,845

経常収益 97,844

運営費交付金収益 44,430

授業料収益 8,738

入学金収益 1,463

検定料収益 291

附属病院収益 26,140

受託研究等収益 6,592

補助金等収益 973

寄附金収益 2,173

財務収益 130
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雑益 2,670

資産見返運営費交付金等戻入 2,161

資産見返補助金等戻入 68

資産見返寄附金戻入 1,339

資産見返物品受贈額戻入 676

臨時利益 1

純利益 △1,542

目的積立金取崩益 1,554

総利益 12

注）総利益（１２百万円）の要因は，附属病院における借入金元金償還額相当の収入と減価償

却費との差額及び固定資産取得等によるもの。

３．資金計画

平成２０年度 資金計画

（単位：百万円）

区 分 金 額

資金支出 224,431

業務活動による支出 80,003

投資活動による支出 106,231

財務活動による支出 13,822

翌年度への繰越金 24,375

資金収入 224,431

業務活動による収入 91,604

運営費交付金による収入 42,398

授業料・入学金及び検定料による収入 11,014

附属病院収入 26,032

受託研究等収入 8,218

補助金等収入 1,099

寄附金収入 2,435

その他の収入 408

投資活動による収入 88,389

施設費による収入 8,375

その他の収入 80,014

財務活動による収入 14,168

前年度よりの繰越金 30,270
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別表（学部の学科，学府の専攻等）

文学部 人文学科 ６４０人

教育学部 ２００人

法学部 ８００人

経済学部 経済・経営学科 ６２０人

経済工学科 ３８０人

理学部 物理学科 ２３６人

化学科 ２６８人

地球惑星科学科 １９２人

数学科 ２２６人

生物学科 １９６人

医学部 医学科 ６００人

（うち医師養成に係る分野 ６００人）

保健学科 ５６２人

生命科学科 ２４人

歯学部 歯学科 ３５０人

（うち歯科医師養成に係る分野 ３５０人）

薬学部 総合薬学科※ ８０人

創薬科学科 １５０人

臨床薬学科 ９０人

工学部 建築学科 ２４０人

電気情報工学科 ６３２人

物質科学工学科 ６７２人

地球環境工学科 ６００人

エネルギー科学科 ３９６人

機械航空工学科 ６７６人

芸術工学部 環境設計学科 １５２人

工業設計学科 １９２人

画像設計学科 １５２人
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音響設計学科 １５２人

芸術情報設計学科 １６０人

農学部 生物資源環境学科 ９１６人

人文科学府 人文基礎専攻 ５６人

うち修士課程 ３２人

博士後期課程 ２４人

歴史空間論専攻 ７０人

うち修士課程 ４０人

博士後期課程 ３０人

言語・文学専攻 ７０人

うち修士課程 ４０人

博士後期課程 ３０人

比較社会文化学府 日本社会文化専攻 １０８人

うち修士課程 ４８人

博士後期課程 ６０人

国際社会文化専攻 １１２人

うち修士課程 ５２人

博士後期課程 ６０人

人間環境学府 都市共生デザイン専攻 ５５人

うち修士課程 ３６人

博士後期課程 １９人

人間共生システム専攻 ４９人

うち修士課程 ２２人

博士後期課程 ２７人

行動システム専攻 ６４人

うち修士課程 ３４人

博士後期課程 ３０人

教育システム専攻 ６５人

うち修士課程 ３８人

博士後期課程 ２７人

空間システム専攻 ７３人

うち修士課程 ４８人

博士後期課程 ２５人

実践臨床心理学専攻 ６０人

（うち専門職学位課程 ６０人）
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法学府 基礎法学専攻 ４２人

うち修士課程 ２４人

博士後期課程 １８人

公法・社会法学専攻 ３５人

うち修士課程 ２０人

博士後期課程 １５人

民刑事法学専攻 ５１人

うち修士課程 ３０人

博士後期課程 ２１人

国際関係法学専攻 ３４人

うち修士課程 ２２人

博士後期課程 １２人

政治学専攻 ２３人

うち修士課程 １４人

博士後期課程 ９人

法務学府 実務法学専攻 ３００人

（うち専門職学位課程 ３００人）

経済学府 経済工学専攻 ７０人

うち修士課程 ４０人

博士後期課程 ３０人

経済システム専攻 ９６人

うち修士課程 ５４人

博士後期課程 ４２人

産業マネジメント専攻 ９０人

（うち専門職学位課程 ９０人）

理学府 物理学専攻 ５５人

うち修士課程 ４１人

博士後期課程 １４人

化学専攻 ８１人

うち修士課程 ６２人

博士後期課程 １９人

地球惑星科学専攻 １２１人

うち修士課程 ７５人

博士後期課程 ４６人
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基礎粒子系科学専攻※ ３７人

うち修士課程 １９人

博士後期課程 １８人

分子科学専攻※ ５８人

うち修士課程 ３０人

博士後期課程 ２８人

凝縮系科学専攻※ ８３人

うち修士課程 ４３人

博士後期課程 ４０人

生物科学専攻※ ４６人

うち修士課程 ２４人

博士後期課程 ２２人

数理学府 数理学専攻 ２０２人

うち修士課程 １０８人

博士後期課程 ９４人

システム生命科学府 システム生命科学専攻 ２０６人

うち博士課程 ２０６人

（５年一貫制）

医学系学府 医学専攻 １０７人

（うち博士課程 １０７人）

機能制御医学専攻※ ７１人

（うち博士課程 ７１人）

生殖発達医学専攻※ ２９人

（うち博士課程 ２９人）

病態医学専攻※ ５４人

（うち博士課程 ５４人）

臓器機能医学専攻※ １０５人

（うち博士課程 １０５人）

分子常態医学専攻※ ６８人

（うち博士課程 ６８人）

環境社会医学専攻※ ３４人

（うち博士課程 ３４人）

医科学専攻 ４０人

（うち修士課程 ４０人）

保健学専攻 ４０人

（うち修士課程 ４０人）
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医療経営・管理学専攻 ４０人

（うち専門職学位課程 ４０人）

歯学府 歯学専攻 １７２人

（うち博士課程 １７２人）

薬学府 医療薬科学専攻 １０２人

うち修士課程 ６０人

博士後期課程 ４２人

創薬科学専攻 ８６人

うち修士課程 ５０人

博士後期課程 ３６人

工学府 物質創造工学専攻 ７２人

うち修士課程 ４２人

博士後期課程 ３０人

物質プロセス工学専攻 ６５人

うち修士課程 ３８人

博士後期課程 ２７人

材料物性工学専攻 ６５人

うち修士課程 ３８人

博士後期課程 ２７人

化学システム工学専攻 ７２人

うち修士課程 ４２人

博士後期課程 ３０人

建設システム工学専攻 ５８人

うち修士課程 ３４人

博士後期課程 ２４人

都市環境システム工学専攻 ６５人

うち修士課程 ３８人

博士後期課程 ２７人

海洋システム工学専攻 ５８人

うち修士課程 ３４人

博士後期課程 ２４人

地球資源システム工学専攻 ５８人

うち修士課程 ３４人

博士後期課程 ２４人

エネルギー量子工学専攻 ８６人

うち修士課程 ５０人

博士後期課程 ３６人
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機械科学専攻 １２５人

うち修士課程 ７４人

博士後期課程 ５１人

知能機械システム専攻 ９３人

うち修士課程 ５４人

博士後期課程 ３９人

航空宇宙工学専攻 ９１人

うち修士課程 ５２人

博士後期課程 ３９人

芸術工学府 芸術工学専攻 ２２７人

うち修士課程 １６２人

博士後期課程 ６５人

デザインストラテジー専攻 ５３人

うち修士課程 ４８人

博士課程 ５人

システム情報科学府 情報理学専攻 ７３人

うち修士課程 ４６人

博士後期課程 ２７人

知能システム学専攻 ９０人

うち修士課程 ５４人

博士後期課程 ３６人

情報工学専攻 ９７人

うち修士課程 ５８人

博士後期課程 ３９人

電気電子システム工学専攻 ６５人

うち修士課程 ３８人

博士後期課程 ２７人

電子デバイス工学専攻 ５８人

うち修士課程 ３４人

博士後期課程 ２４人

総合理工学府 量子プロセス理工学専攻 １２５人

うち修士課程 ７４人

博士後期課程 ５１人

物質理工学専攻 １２５人

うち修士課程 ７４人

博士後期課程 ５１人
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先端エネルギー理工学専攻 １１６人

うち修士課程 ６８人

博士後期課程 ４８人

環境エネルギー工学専攻 ８８人

うち修士課程 ５２人

博士後期課程 ３６人

大気海洋環境システム学専攻１０２人

うち修士課程 ６０人

博士後期課程 ４２人

生物資源環境科学府 生物資源開発管理学専攻 ７２人

うち修士課程 ４２人

博士後期課程 ３０人

植物資源科学専攻 ９３人

うち修士課程 ５４人

博士後期課程 ３９人

生物機能科学専攻 ７７人

うち修士課程 ４４人

博士後期課程 ３３人

動物資源科学専攻 ６５人

うち修士課程 ３８人

博士後期課程 ２７人

農業資源経済学専攻 ３５人

うち修士課程 ２０人

博士後期課程 １５人

生産環境科学専攻 ５８人

うち修士課程 ３４人

博士後期課程 ２４人

森林資源科学専攻 １０７人

うち修士課程 ６２人

博士後期課程 ４５人

遺伝子資源工学専攻 ４６人

うち修士課程 ２８人

博士後期課程 １８人

※ を付した学科等は，学部等の改組により学生募集を停止したものである。


	表紙
	目次
	Ⅰ大学の教育研究等の質の向上
	1 教育
	(1) 教育の成果
	(2) 教育内容等
	(3) 教育の実施体制等
	(4) 学生への支援

	2 研究
	(1) 研究水準及び研究の成果等
	(2) 研究実施体制等

	3 その他
	(1) 社会との連携，国際交流等
	(2) 附属病院


	Ⅱ業務運営の改善及び効率化
	1 運営体制
	2 教育研究組織の見直し
	3 教職員の人事の適正化
	4 事務等の効率化・合理化

	Ⅲ財務内容の改善
	1 外部研究資金その他自己収入の増加
	2 経費の抑制
	3 資産の運用管理の改善

	Ⅳ自己点検・評価及び情報の提供
	1 評価の充実
	2 情報公開等の推進

	Ⅴその他業務運営
	1 施設設備の整備等
	(1) 新キャンパス統合移転整備
	(2) 既存キャンパス整備

	2 安全管理

	Ⅵ予算，収支計画及び資金計画
	Ⅶ短期借入金の限度額
	Ⅷ重要な財産を譲渡し，又は担保に供する計画
	Ⅸ剰余金の使途
	Ⅹその他
	1 施設・設備
	2 人事

	（別紙）予算，収支計画及び資金計画
	別表（学部の学科，学府の専攻等）

